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Abstract
 
During severe big recession that Japan had experienced after the burst of“Bubble Economy”,
many companies had reduced various costs to survive desperately. The first targets of cost-cut
 
were advertising,entertainment,and travelling expenses. As a result,facility(or entertainment)
trips playing golf,employee’s recreational trips,and large-scale banquets have been extremely
 
decreased, and they had brought significant impact on the sightseeing sector which is fully
 
dependent on those demands. The negative impact on the sightseeing sector of Gunma were
 
ruinous.
The purpose of this paper is to suggest revival plans for the sightseeing sector of Gunma.
But it is not a method to revive only the sightseeing sector that suggest here. This paper
 
provides a couple of plans to develop the entire Gunma economy drastically. Without develop-
ment of the non-sightseeing sector,it is almost impossible that the sightseeing sector revives. In
 
other words, revival of the sightseeing sector is indispensable for rapid development of the
 
non-sightseeing sector. In order to spark effective interaction between the sightseeing sector and
 
the non-sightseeing sector,this paper proposes how to set up a magnetic field to Gunma throught
 
providing a medical corridor holding heavy particle radiotherapy facility.
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１．はじめに
バブル経済崩壊後に日本経済が突入した大不況の中で、企業はさまざまなコストを削減し、必死の
生き残り策を模索してきた。多くの企業において、真っ先にコスト削減の対象となったのは、広告宣
伝費、交際費、交通費である。その結果、頻繁に行われてきた客先との接待旅行や接待ゴルフ、費用
を企業が丸抱えする従業員慰安旅行、大型宴会などは極端に減少し、それらの需要に依存していた観
光セクター??は大打撃を受けることとなった。特に首都圏からの顧客依存度が高い群馬の観光セク
ターは、その影響をまともに被ることとなったのである。
本稿の目的は、集客の落ち込みによる業績悪化の中で、魅力向上のための追加投資が遅れ、値下げ
競争に巻き込まれるという悪循環に陥ってしまった群馬の観光セクターとそれらを支援する産業界・
行政・大学に対し、群馬の再生プランを提案することにある。ただ、「群馬の再生プラン」と表記した
通り、ここで提案するのは、単に観光セクターのみを立ち直らせるためのプランではない。長期化し
た不況や東アジアとの熾烈なコスト競争で衰退傾向の著しい群馬経済全体がかつての繁栄を取り戻す
ための大掛かりなシナリオである。これだけの疲弊を極めている観光セクターは、地域経済全体の、
すなわち非観光セクターの発展という後ろ盾なしに復活を果たすことはほとんど不可能な状況であ
る。一方において、産業集積の推進にせよ中心商店街の活性化にせよ、非観光セクターの飛躍的発展
には観光セクターの活力は欠かせない条件となる。この観光セクターと非観光セクターとの間に生ず
るスパイラル効果（相互作用）の有効性をどのように高めるかが、本稿で最も重視される視点である。
次の第２節では、群馬の観光セクターを取り巻く環境や地域の観光戦略を客観的に整理することに
よって、群馬がライバル地域との競争の中で、海外からの観光客誘致を大規模に進めるのは、現時点
においてはかなり難しいことを明らかにする。それを受けて第３節では、外国人観光客が多く集まる
海外都市の事例を参考にしながら、群馬の観光セクターを蘇らせる最も有力な方法は、非観光セクター
との間に有効なスパイラル効果を生み出すようなメカニズムをデザインすることであるとの見解を提
示する。第４節では、こうしたメカニズムをどのように起動させ、いかなる仕掛けによって維持して
いくのかを、何が群馬の持続的競争優位の源泉なのかをもとに考察する。第５節でこれらの検討を経
た最も実現可能性の高い地域再生スキームとして提案するのが、群馬大学が建設中の日本初の小型重
粒子線照射施設を中核としたメディカル・コリドーによって、群馬にヒト、モノ、カネ、情報を吸い
寄せる磁場を創造するプランである。
２．群馬の観光セクターの現状と問題点
国内の観光市場は、限定されたパイを各地域が奪い合う熾烈なゼロサム・ゲームの様相を呈してい
る。パイの大きさから考えて、国内市場を主要ターゲットとする限りは、今後どんな効果的な観光振
興策を打ち出したとしても、観光セクターが群馬経済をリードしていくような状況になりえないこと
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だけは明らかだ。一方において、海外市場をターゲットとすれば、対象となるパイは少なくとも十数
倍に膨らむことになる??。群馬のように、変化に富んだ自然環境、豊富な温泉、さまざまな歴史・文化・
産業遺産等に加え、東京から100～150㎞圏という圧倒的な地理的優位性を保持している地域が、海外
市場からの旅行者の獲得に力を入れないことは、「宝の持ち腐れ」に等しい。
とは言うものの、潜在的な市場規模が大きいということと、群馬がその恩恵に預かれるということ
とはまったく別の問題である。魅力的な市場であればあるほど、国内外のさまざまな地域も同じよう
にその獲得に乗り出すため、競争はかえって激化する。
そこでまずは、群馬の観光セクターを取り巻く環境や観光戦略を客観的に整理することによって、
群馬がライバル地域との競争の中で、海外からの観光客誘致を大規模に進めることができるか否かに
ついて分析してみよう。
① 団体集客モデルの終焉
冒頭にも述べた通り、今まで群馬の温泉旅館の収益の柱となっていた従業員慰安旅行や、企業によ
る宴会旅行等の団体を集客するスタイルは終焉を迎え、温泉旅館を中心とした観光業界は新たな収益
の柱を求める時代になっている。多くの旅館は個人客を中心とした集客構造への転換を目指している
が、今までと同じサービスやハードでは個人客のニーズを満たすことができず、新たな収益モデルへ
の移行に苦しんでいる。
② レジャー型滞在パターンの多様化
大都市近郊の温泉でのんびりくつろぐというのは、これまで日本人の代表的な休日の過ごし方の１
つであったが、最近は都心の高級ホテルでの贅沢を求めた滞在や、ディズニーリゾートで遊ぶことを
前提とした浦安のオフィシャルホテルでの滞在など、週末のレジャー型滞在の嗜好も多様化してきて
いる。
③ 首都圏から100-150㎞圏での温泉間の競争
首都圏の温泉地で最もブランド価値が高いのは箱根である。東京からのアクセスの良さ、箱根周辺
に点在する見所、富士山との距離がシナジー効果を発揮し、箱根が首都圏を代表する温泉地となって
いる。箱根には大衆的な旅館から、１泊５万円もするような高級旅館までバラエティーに富む宿泊施
設を抱えており、多様かつ膨大な顧客集客能力を兼ね備えている。箱根以外にも首都圏近郊には、特
に神奈川西部・伊豆方面を中心に強力な温泉地が乱立しており、それらの間で熾烈な顧客獲得競争が
展開されている。
④ 韓国・香港等の近くなったアジアの国々との競争
以前は、「安・近・単」として近郊の温泉で安上がりに過ごす人々も多かったが、HIS等格安旅行業
者の出現によって、週末の韓国旅行が３万円を切るようなパッケージが用意されるなど、近さと安さ
を求めた旅行の競争相手として海外旅行も加わってきている。
上記①～④のような市場環境、競争環境により、群馬の観光セクターは、否応にも海外にマーケッ
トを求めざるをえない状況に追い込まれている。ところが、そこには次のような問題が横たわってい
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⑤ 差別化思考の欠如
外国人観光客にとっては、他の地域と同じことをしているだけでは、わざわざ群馬に来る動機は生
まれない。群馬でしか体験できない何かがあるからこそ、外国人観光客は群馬を訪問したいと思うの
である。日本を訪れる外国人は、何の働き掛けもしない限りは、成田空港から東京に向かい首都東京
や首都近郊のテーマパークであるディズニーランドを楽しみ、温泉を楽しむため箱根を訪れ、日本を
代表する景色である富士山を見て、古都京都で日本の文化を楽しむという典型的なパターンを選択し
てしまう。この典型的パターンに変化を与えるためにどのような魅力や仕掛けを用意するのかが、い
ま群馬に問われていると言うべきだろう。
⑥ ブランド戦略の不在
企業を中心とした団体旅行減少の穴埋めとして、中国・台湾等の外国からの単価の安いツアー客で
稼働率を上げるようという試みがしばしば行われている。「背に腹はかえられない」というのが正直な
ところであろうが、客単価が下がり雰囲気が一変することは、これまで作り上げてきたブランドイメー
ジを破壊することを意味する。問題は、「群馬」を今後どのようなブランドに育てていくかの戦略を地
域全体として明確に定めることだろう。
⑦ 不明瞭なターゲティング戦略
企業がある新製品を市場に投入する際は、どのセグメントを対象にどのようなアプローチをとるの
かに関する入念な下準備を行う。観光客全体を均一のものとして捉えていたのでは、魅力的な戦略は
構築できない。多額の費用をかけての観光客招致策の失敗事例で最も多いのが、このパターンである。
すべての人々からも好まれる八方美人的な観光地を作ろうとしたために、誰にとってもアピール度の
薄い中途半端な魅力しか持たなくなってしまうのである。重要なのは、ターゲットとなるセグメント
を定めて、その人々が求めているものは何なのかを分析し、それをもとにマーケティング戦略をデザ
インしていくことである。
⑧ 海外来訪者向けインフラの未整備
たとえ海外からの観光客が群馬に集まったとしても、外国人を受入可能な一定以上の質を有した宿
泊施設が少ないのも群馬の悩みである。さらに、海外の人々のニーズに合ったレストラン、展示場、
劇場、美術館や、その他エンタテインメント施設も十分に揃っているとは言い難い状況である。また、
通訳やガイドをはじめとした外国人と地元の人々とのコミュニケーションや連携活動を促進させるよ
うな人材や機能も未整備である。
以上のように、群馬の観光セクターの最大の問題点は、それが目指す方向性、すなわち辿り着くべ
きゴールが見えていないということである。ゴールが見えないからこそ迷走するのであって、辿り着く
べきゴールがはっきりしさえすれば、あとは地域内の各主体が持つ叡智を集め、そのゴールに辿り着
くための最良の戦略をデザインすることが可能となる。そうした戦略的思考がまったく欠如している
現状においては、群馬が国内外のライバル地域との競争に勝つのはきわめて難しいと言うべきだろう。
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３．観光セクターと非観光セクターの相互作用
⑴ 海外都市の事例
群馬が目指すべき方向性について探るために、海外で外国人観光客が多く集まる海外の都市がどの
ような特徴を有しているのかを見てみよう。
世界最大の展示場を持つドイツのハノーバーは、「ハノーバーメッセ」に出展する企業や、そのメッ
セ見学に訪れる企業関係者が落とす外貨収益によって潤っている。また、世界最大のカジノ街である
米国のラスベガスは、カジノ以外にもショービジネスの中心地として、そして国際展示会を頻繁に開
催することで、全米のみならず海外からビジネスマン・外国人観光客を集めている。そして、アジア
の金融の中心である香港・シンガポールも、その金融機能を売りに多くの外国人ビジネスマンが訪れ
ている。さらに、フランスのカンヌは、人口がたった７万人の小さな街であるが、毎年250万人が訪れ、
そのうち40万人がビジネス関係者である。カンヌ国際映画祭が有名であるが、それ以外にも国際的な
見本市が開催されている。
これらの都市の共通点は、外国からの一般観光客に対する絶大な集客力を有する以外に、多くの外
国人ビジネスマンや経営トップの心を惹き付けているところにある。これらの都市で実際に多くの収
益をもたらすのはビジネス関係者であり、彼らをターゲットとすることで街の整備が進み、ビジネス
マンをもてなす方法として、観光産業やエンタテインメント産業等の観光セクターが発達して、さら
にビジネス関係者や一般観光客も集まってくるというメカニズムが生み出されている。また、比較的
消費水準の高い海外からのビジネスマンや経営トップを主たるターゲットとしてこうしたメカニズム
が動いているため、都市のブランド価値も高水準に維持されるやすい。もちろんその過程においては、
カンヌが擁するアルプスと地中海のパノラマに代表されるように、その地域が元来有している観光資
源も、海外からの来訪者たちを魅了させる重要な武器として機能していることは言うまでもない。こ
のように非観光セクターの発展が観光セクターの成長を生み出し、それがさらなる非観光セクターの
発展に寄与するという理想的なスパイラル効果が作用することで、海外からの来訪者の継続的な獲得
に成功しているのが、これらの都市の共通の特徴と考えられる。
⑵ 国際的な磁場を生み出す
群馬の観光セクターが本格的な復活と成長を目指すのならば、上記のような非観光セクターとの間
に有効な相互作用が生み出されるようなメカニズムをデザインする道を選択すべきだろう。圧倒的な
競争力を持った観光資源を抱えているのならば、観光セクターだけの成長を目指すことも可能であろ
うが、前節での分析（①～④）の通り、群馬の場合は必ずしもそうした突出して恵まれた状況にある
とは言えず、かつ観光セクターが疲弊して自力で変革を試みるだけのエネルギーを失っていることか
ら、非観光セクター、すなわち他の産業分野の支援なしに復活を遂げることはきわめて難しい。特に、
海外からの来訪者向けの各インフラを今後整備しなければならないという群馬の事情（前節⑧）を考
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えれば、どうしても非観光セクターにおけるブレイクスルーを起点としたスパイラルの起動が求めら
れるのである。また、海外のビジネスマンや経営トップへのターゲティングは、比較的その嗜好やニー
ズを捉えやすく（前節⑦）、かつ現在最も危惧されている東アジアの団体観光客誘致による地域のブラ
ンド低下（前節⑥）をも回避できることから、群馬にとっては最も望ましい方法であると言える。
非観光セクターを起点として、ひとたびビジネス関係者や観光客が群馬を訪れ始めると、それがス
パイラルへと転ずる可能性は十分に存在している。何らかの目的で群馬に訪れた人々に、恵まれた自
然環境や住み心地の良さを認知させ、それを将来の居住や企業立地につなげるという副次的効果が期
待できるからである。群馬は、東京という世界有数の人材供給基地、製品マーケットを近隣に有して
おり、さらに自然環境や住み心地の点でも優れているとなれば、進出場所を探索する企業にとっては
きわめて魅力的な地域として位置づけられるはずである。しかし、いくら進出企業にとって魅力的な
条件が整っていようとも、まずはそうした事実が海外の企業や人々に認知されないことには、まった
く効力を発揮しない。したがって、群馬は非観光セクターを起点とした来訪者の増大策により、観光
セクターを活性化させるとともに、さらにそれをきっかけとして外国企業が外国のビジネス関係者の
誘致を図っていくというのが、望ましいシナリオとなるのである。
産業集積は一定規模を超えると、磁場の作用（求心力）が急速に強まってくる。優良企業や優秀な
人材が集中することにより、事業展開上の優位性が他地域に比べて向上するだけでなく、税収増によ
る行政サービスの質的向上や社会インフラの整備、さらには集積した企業や人々のニーズに誘発され
た観光セクターの各種施設や文化・教育施設等の充実が進展することを通じて、企業や人材のさらな
る集積を促すこととなるからである。
特に国際的レベルでの集積の場合には、企業間の情報的相互作用の密度やビジネス環境や生活環境
の充実度がよりいっそう重視されることから、企業や人材はごく限られた地域のみに極端な集中傾向
を示すこととなり、その地域には巨大な磁場が生み出されることとなる。一旦形成された磁場の持続
性はきわめて高くなるが、逆に一度近隣に磁場ができてしまうと、そこへの吸引力に抗し、自らの地
域にその力を上回る磁場を作り上げるのはきわめて難しい。したがって、群馬はすでに磁場が形成さ
れつつある東アジア各都市の動向を意識しつつ、群馬ならではの独自性を有した新しい国際的磁場を
一気に作り上げなければならないのである??。
４．持続的な競争優位の源泉
⑴ 競争優位とは？
競争優位（competitive advantage）とは、1980年にハーバード・ビジネススクールのマイケル・Ｅ・
ポーター教授が著した『競争の戦略』??から生まれた言葉である。競合する他者と比較して優位性が
あって初めて競争に勝つことができることを論理的に説明したものである。しかし、競争優位を作り
出すだけでは、いつか競合先に真似され、追いつかれてしまう。競争優位を持続させる仕組みを創造・
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維持・確立していくことが、戦略上きわめて重要となる。追いつこうとする競合先の動きを読み、常
に先手を打ち相手が追いつけない仕組みを構築すること、起こりうる変化を予想し、次の一手を常に
考えておくこと、選択と集中を繰り返し、数的優位を実現する資源配置を行うことがその具体的手法
となる。これらすべての要素が複合的に有機的に機能して始めて、競争優位維持が可能になるのであ
る。
前節では、群馬の観光セクターが復活する数少ない道の１つとして、非観光セクターとの間に有効
なスパイラル効果を創出すべきことを論じたが、最も重要な要素についての議論を後回しにしてきた。
それは、このスパイラルのメカニズムをどのように起動させ、それをいかなる仕掛けで維持していく
かに関する議論である。ここで重視されるのが、群馬にとって持続的な競争優位を確立するための差
別化要素は何かという視点である（第２節の分析⑤で群馬に欠落している観点として指摘したもので
もある）。他の地域との差別化が可能な強みがなければ、スパイラル効果を起動させることはできない
し、その優位性が長期に持続可能でなければ、スパイラルのメカニズムを維持することも不可能だか
らである。
ここでの議論は、大きく２つの段階に分けられる。１つは、企業や企業関係者を誘致する上で、最
低限整備すべき基本インフラに関する議論、もう１つが、本節の最終目的とも言うべき、群馬が有す
る持続可能な競争優位の源泉とは何かに関する議論である。
⑵ 競争優位を実現するための最低条件
海外から企業や企業関係者を呼び込む上で、まず何よりも最初に手をつけなければならないのが、
ビジネス・インフラの整備である。ビジネス・インフラの整備が直接競争優位に結びつくことはほと
んどありえない。むしろ、他地域との国際競争のスタートラインに付くための最低条件と言うべき存
在である。
たとえば、現在インドで推進されようとしている“JAPAN CITY”プロジェクトを参考にしてみよ
う。“JAPAN CITY”の目的は、大規模生産を下支えするために日本の中小企業をインドに誘致し基
礎産業を育成することで、インド政府のトップが、日本を訪問し政府首脳と会談するなど、積極的な
営業活動を展開中のプロジェクトである。インド政府は日本企業を呼込むために、土地を供与すると
ともに、高速情報通信ネットワークや物流ネットワークを構築するなど、進出企業の利便性を向上や
リスクを極小化するためのさまざまなビジネス・インフラの整備を行っている。
群馬が競争優位を築くためにも、上記のような進出場所の安価な提供や基本インフラの整備のほか、
全ホテル・旅館のブロードバンド化の義務づけや外国人を意識した街づくり（たとえば英語表記の徹
底）を行うことは、是非とも必要とされる。
また、海外企業が群馬への進出を検討する際、最も重視されることの１つが、群馬が家族と一緒に
快適に住める街かどうかである。基本的に単身赴任を嫌う外国の人々にとっては、居住、教育、医療、
福祉、レジャー等の面での環境整備は、立地や赴任を決める際の必要最低限の条件と言っても良い。
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重要なのは、日本人にとってはそれが整備されていたとしても、言語や文化を異にする外国の人々に
とっては、まったく状況は異なってくるということである。さらに、多国籍の人々が共存するとなれ
ば、人々の間のコミュニケーションや相互理解を円滑に図っていくための仕組みや工夫が大切となる
のである。
具体的には、教育面ではインターナショナルスクールや日本語教育センターの創設は、何よりも先
に取り組まなければならない課題となってくるだろう。また、外国人相互間、ならびに外国人と地元
の人々とコミュニケーションや連携活動を促進させるような「多文化共生マネジャー」的人材の養成
も急務となる。医療サービスにおいても、言語や文化の障壁を取り払う工夫が要求される。また、欧
米のライフスタイルに合わせたレジャー・スポーツ施設や社交の場の提供も考慮されなければならな
い??。むろん、こうした生活環境面のインフラ整備は、計画当初からすべてを整備するのは難しく、外
国企業や外国人の集積の進展とともにそれがビジネスチャンスとして認識され、民間企業の手によっ
て整備が進むという側面も持ち合わせている。
こうした群馬への来訪者に対するインフラ整備と同時に、群馬にやってくる外国企業や外国人に関
する情報の収集ルートを整備する必要がある。現時点においては、外国からの観光客誘致叫びながら、
外国人に関するデータがまったく集まっていない。これでは効果的な国際観光戦略を構築することは
ほとんど不可能と言うべきである。群馬においては、各ホテル・旅館のネットワーク化と情報のデー
タベース化を徹底することにより、群馬県に訪れる観光客に関する正確なデータ分析できる仕組みの
構築し、勘や経験のみでなく、事実に基づいた客観的な分析によって戦略策定が可能な仕組み（イン
フラ）を構築すべきである。
⑶ 群馬の持つ競争優位
最も重要なテーマが、群馬が持続的な競争優位を確立するためには、どのような差別化要素を前面
に掲げていけば良いかであるが、まずはこれまでも群馬の競争優位と言われてきた要素を列挙してみ
よう。
① 大自然に囲まれた温泉
これだけ近くにさまざまなタイプの温泉が集まっている場所は少なく、温泉間の有機的なネット
ワークによって、群馬全体の価値向上が可能になる。
② 首都圏からのアクセス
高速道路、新幹線と首都圏からのアクセスは確保されている。そのアクセスの良さは人と惹き付け
る重要な要素である。
③ 基礎収益力を持つ産業の存在
観光産業以外にも、独自の技術を持つ企業が多く存在し、特に自動車部品産業の集積地となってい
る。
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④ 地元に密着した大学（研究機関）の存在
群馬大学が、地元と密着した研究活動を続けており、地元企業との共同研究・受託研究等を積極的
に推進している。
⑤ 世界的レベルの高度先端医療
群馬大学医学部の高度先端医療技術には世界的に通用するものが多く、特にがんを切らずに治療す
ることが可能になる「小型重粒子線照射施設」を日本で初めて導入する予定である。
以上のような競争優位をもたらす要素の中で、他地域との圧倒的な差別化が可能で、かつそれがあ
る程度の長期にわたって持続する可能性がある要素としては、日本では初めて、世界では２機目の導
入となる⑤の小型重粒子線照射施設が最も有力だろう。
世界的にみて、医療を核とした地域づくり（メディカル・コリドー化）はスタートアップの段階で
は、資金面・技術面等のさまざまな困難性が伴うものの、そこをクリアすると、飛躍的な地域経済の
成長が実現されるケースが多い。軌道に乗せるのはきわめて難しいが、いったん軌道に乗りさえすれ
ば成功確率が高い方法とも言える。一般的な地域づくりは、どこでもできるが、成功した事例が皆無
に近いのとは好対照である。
現在進行中の同種のプロジェクトとしては、インドのチェンナイ（1600年に世界初の株式会社であ
る東インド会社が拠点を置いた旧マドラス）で進められている「ITコリドー」のプロジェクトがあげ
られる。市内南部に ITコリドーと呼ばれる15㎞前後の道路を用意し、IT企業に限って容積率を緩和
し、ITコリドー沿いには光ファイバ ・ー無線LANを張り巡らせる等のインフラを整備することで、
世界中から IT企業を誘致しようとしているのである。
次節で提案する「メディカル・コリドー」も、同様のイメージになるだろう。重粒子線照射施設を
中核として形成される街に、国内外からの医療関連施設を集めるために、規制を緩和し、税率を下げ
る等の優遇税制??を打ち出すことで、より多くの医療関係施設の集積を実現するものである。その集
積が進めば、先端医療を求める人が集まり、人が集まれば雇用が生まれ、消費も生まれ、そして研究
機関も集まってくるであろう。これがまさにスパイラル戦略である。
５．重粒子線照射施設を中心としたメディカル・コリドー
⑴ 群馬大学重粒子線照射施設とは？
重粒子線治療とは、重粒子（炭素イオン）を最大で光のおよそ70％のスピードに加速してがんを照
射・殺傷する治療法で、「がんを切らずに治す」という待望の治療法を可能にする最先端の医療である。
今回群馬大学は、放射線医学総合研究所で技術開発が行われた最新鋭の小型加速器（直径20メートル）
が装備された施設の建設を開始し、2009年からの臨床試験開始を目指している。炭素イオン線利用の
治療分野において他国をリードしているわが国の第１号プロジェクトということで、世界中からの注
目度がきわめて高いことに加え、この施設の建設を待ち望んでいる患者や医療関係者が全国あるいは
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世界各地に溢れていることから、この施設を中核とした魅力ある地域づくりに取り組めば、群馬の認
知度やブランド価値を一気に高め、膨大な経済効果を創出することが可能となるはずである。
⑵ 期待される経済効果
重粒子線照射施設が地域にもたらす経済効果は、他の医療施設と同様、次の３種類の効果によって
構成される。
① 本体経済効果
施設の建設に伴う工事代金、医師・医学物理士・放射線技師・看護師等の医療スタッフへの人件費、
加速器オペレータ・工作技術者・施設管理員等の技術・事務スタッフへの人件費、治療冶具の製作・
加工費、施設の維持管理費（建物・装置の保守・整備、植木の手入れ、施設の清掃等）、水道光熱費な
どによってもたらされる経済効果である。
② 間接経済効果
患者ならびに患者の家族の消費支出、見舞い客の消費支出、医療・自治体関係訪問者の消費支出、
国際学会ならびに全国規模のコンベンションの開催費用などによってもたらされる経済効果である。
③ 地域創造経済効果
施設が中核となった地域づくりによって、新たに創業あるいは集積した企業・施設等の建設・運営
に伴う投資や需要によってもたらされる経済効果である。
本体経済効果と間接経済効果は、当施設を開設すればほぼ確実に得られる経済効果であるのに対し、
地域創造経済効果は、今後産業界、自治体、大学が地域づくりにどう取り組むかに大きく依存してく
る経済効果である。重粒子線施設がいくら内外の注目度が高い施設だとしても、本体経済効果と間接
経済効果だけを享受するのみでは、群馬の産業構造や経済構造を革新的に変化させることは不可能で
ある。群馬の産官学は、重粒子線照射施設に単なる治療施設としての効用だけを期待するのではなく、
この施設を地域づくりの中核として有効に活用しなければならないのである。
⑶ 単なる医療施設から地域づくりの起爆剤へ
重粒子線照射施設を最大限活用するためには、次のような３つのステージを段階的に追求していく
ことが望ましいだろう。
第１ステージは、永らく人類の悲願であった「がん克服を実現した地」という、非常にシンボリッ
クなイメージを社会に浸透させることにより、「医療都市」「高度医療地域」としての群馬の強力なブ
ランド価値を作り上げる段階である。当施設の完成当初は、多くのマスコミから注目されることはほ
ぼ間違いないが、それと同じくらい社会的な影響力が大きいと思われるのが、実際に治療に訪れる患
者や家族、さらには視察や会議で頻繁に訪れる医療関係者等を介したコミュニケーション効果（PR効
果）である。彼らが群馬で感じ取った高度医療地域を志向した熱意やメッセージは、瞬く間に日本中・
世界中に伝播するだろう。群馬は当施設の建設と並行して、以下のような「医療を中心軸とした地域
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づくり」に向けた施策を実行に移す必要があると思われる。特に３～４項目は、医療関連分野（非観
光セクター）から観光セクターへの波及効果となり、その充実が再び医療関連分野を充実させるとい
う構造になっている。
●地元医師会との連携による総合的医療サービス体制の構築
●がん患者を含む長期療養者および家族への宿泊施設もしくは短期賃貸住宅の紹介サービス、滞
在費ならびに生活費の優遇措置
●温泉地・観光地、スポーツ・健康関連施設等と連携した長期療養サービス、週末リラクゼーショ
ンプログラム
●医療・研究機関、商業地（繁華街）、宿泊施設、温泉地、駅等を自由に行き来できる医療バスの
開設
●長期療養者の集積を前提とした各種（特にがん関連の）医療機関・研究機関・医療関連企業の
誘致（特に外国企業）、そのための優遇税制・金融支援
●すべての小中学校における「医療地域貢献プログラム」の導入
●地域内の医療関連企業や医療・研究機関を投資対象とした医療ファンドの設立
●医療都市化をより効果的に推進するための「特区」設立、医療都市宣言
第２のステージは、集積した医療関係者や外国人の生活ニーズを満たすために誘発されて、観光施
設、エンタテインメント施設、文化施設、その他各種社会インフラの充実が図られる段階である。人々
は経済的な効用をある程度満たすことができると、次に文化的な効用を充足することを望む。特に医
療関係者（医師・研究者等）や外国企業の社員は、ハイグレードな生活環境や文化環境を志向するニー
ズが強いことから、美術館、博物館、コンサートホール、劇場、ビジネス図書館、高機能マンション、
教育施設（受験校、インターナショナル・スクール、保育施設等）、ホテル、会議場、レストラン、ファッ
ション・デザイン関連ビジネス等のハード・ソフト両面の充実は、地域の発展のために必要不可欠な
ものとなるだろう。これらの大部分は、ある程度の集積が実現されれば、自然とそのビジネスチャン
スが認知されて、民間企業の手によって整備が進むものであるが、一部に関しては、自治体や大学の
政策的意図に基づくサポートが必要となるものも存在する。
いずれにせよ、過去に飛躍的な発展を経験した都市の歴史を見れば、経済はそれ自身の維持拡大の
ために観光・エンタテインメント・文化等を必要とし、それらも経済に貢献することによって資金や
人材の基盤が広がることは明らかである。群馬が、単なる医療関連集積地からより魅力ある国際都市
へと脱皮するためには、観光セクターと非観光セクターとのスパイラル効果の実現を目指すこの第２
ステージをうまくクリアできるかどうかにかかっている。
そのような努力の帰結として到達できるのが第３ステージである。医療関連分野の企業や人材の集
積、そして整備された文化施設や社会インフラが強烈な吸引力を発揮して、必ずしも医療とは関わり
のない企業や人々を地域内に呼び込む段階である。一定規模以上に優良企業や高所得者が集積し、か
つ教育レベルや文化レベルの高い地域が出来上がると、そうした評判からさらに企業や人材の流入（日
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本、海外にかかわらず）が加速するが、一方において地方税収入の増加による自治体財政基盤の強化
によって行政サービスの質的向上がもたらされることから、それが再び優良企業や有能な人材の集積
につながるというように、プラス方向のスパイラル効果が創出される。こうして、ヒト、モノ、カネ、
情報が集中する強力な磁場が群馬の地に形成されるのである。このステージになると、地域は自律的
に動いていくこととなるが、あとは高度な集積が発生させる弊害を取り除き、地域の意欲や秩序がう
まく保たれるような仕組みの調整を図っていくのが、自治体や大学の役目となるだろう。
⑷ 地域創造経済効果の概要
前節で掲げた施策が順調に進むことを前提とした場合、次のような地域創造経済効果が期待できる。
第１ステージにおいて期待されるのは、長期療養者の医療費ならびに生活費、旅館・ホテル・スポー
ツ施設・健康関連施設等と連携した長期療養サービスや週末リラクゼーションプログラムへの支出額、
誘致された医療機関・研究機関・医療関連企業による需要額、転居してきた世帯による消費支出額な
どによってもたらされる経済効果である。
第２ステージにおいて期待されるのは、文化施設ならびに教育施設の建設費、高機能マンションの
建設費・販売関連費用、新たに建設・創業・事業拡大が行われた文化・教育関連施設・企業等による
需要などによってもたらされる経済効果である。
第３ステージにおいて期待されるのは、新たに県内に移転してきた企業の需要額、新たに県内に転
居してきた世帯による消費支出額、群馬のブランド価値向上に伴う土地評価額の上昇額などによって
もたらされる経済効果である。
６．おわりに
よく知られているように、世界最大のベンチャー創出地域・シリコンバレーの繁栄を支えているの
は、アメリカ人だけではない。むしろ、中国、台湾、韓国、インドといったアジア諸国にルーツを有
する人々、そしてそのネットワークに多くを依存している。すなわち、外国の企業や人々に場を提供
し、その力を借りながら成長を目指すという方法によって発展を遂げてきたのである。世界中を見渡
せば、繁栄している国や地域の多くは、外国人や外国企業の力を巧みに利用した成長を志向してきた
国ばかりといっても良い。
これに対して日本人は、きわめて排他的で、日本経済の発展を支えていくのは日本人と日本企業で
あるという意識が強いが、こういう姿勢では国際化が進んだ時代において経済を発展させていくのは
きわめて難しいだろう。その点群馬について言えば、早くから南米からの外国人労働者を積極的に受
け入れ、多文化共生を実現させてきた実績を有する。他の地域では、意識革命が進みにくくとも、群
馬はわが国の中で、外国人や外国企業の力を活用した地域成長モデルに最も適性を有した地域の１つ
と考えることができる??。群馬の発展は、群馬人が多くのカネを生み出すことではなく、群馬の地にお
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いて多くのカネが生み出されることである。本稿で提案した「群馬の再生プラン」が目指すのは、世
界中の有望な企業や人材が思う存分活躍できる場を群馬に創設することであると言っても良い。
［注］
１)旅館・ホテル等の宿泊施設、温泉、旅行代理店、各種観光施設・観光スポット、スポーツ施設、レジャー施設、美
術館、博物館、郷土資料館、コンサートホール、劇場、会議場、レストラン等、人々に娯楽やもてなしを提供し、
特に地域外からの集客数がその経営状態に大きな影響を与える経済主体を指す。
２)?政府観光白書」のデータでは、2004年の訪日外国人観光客は全体で614万人おり、その内訳は韓国（159万人）、台
湾（108万人）、アメリカ（76万人）、中国（62万人）となっている。2005年は全体で訪日外国人観光客は約10％伸び、
673万人となっている。1990年から2003年の13年間で、訪日観光客は約1.6倍に増加しているが、一方隣国である中
国を訪れる外国人観光客は、1990年に175万人であったが、2003年には3,297万人に増加し、約18.8倍の増加率であ
る。日本政府もただその状況を傍観していたのではなく、日本を訪問する外国人観光客を増加させる施策として、
平成16年に観光立国戦略推進会議を立ち上げて、“YOKOSO JAPAN”のロゴを打ち出し、ビジットジャパン・キャ
ンペーンを展開している。政府がこれだけ外国人観光客の受入増加を目指すのは、観光業界は裾野が広く、外国人
が消費する金額によってGDP増加効果を期待できるからである。
３)群馬経済同友会［2004］第12章を参照。
４)Porter［1980］。
５)群馬経済同友会［2004］第12章を参照。
６)地方税法第２条において、地方自治体が独自の課税権を定め、判例も課税権を憲法上保障されたものであると示し
ている（大牟田市電気税訴訟事件、昭和55年６月５日判時966号３頁）。しかし同法３条において、地方自治体全く
独自に課税を導入できるわけではなく、租税条例主義が採られている。また、同法第６条第１項で、公益上その他
の事由により課税を不適当とする場合においては、課税をしないことができると定め、課税対象に課税しないこと
による直接公益が増大する場合は、課税免除が可能になる。言い換えれば、公平性の原則を例外措置として行われ
る課税免除によって生じる弊害が利益より大きければ、課税免除措置は許されない。
７)群馬経済同友会［2004］第６章を参照。
［参考文献］
群馬経済同友会編［2004］『群馬の産業構造転換に関する提言』群馬経済同友会（群馬大学社会情報学部の研究チームが
群馬経済同友会との共同研究の成果として執筆）
Porter,M.［1980］Competitive Advantage,Free Press
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